
 

 

 

 

 

 

 

第７期 北海道農業・農村振興推進計画

（案） 
 

 

～ 日本の食を力強く支える豊かな農業・農村をめざして ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年(２０２６年)●月 

 
 

北  海  道 
  

資料２－２ 



 

  



 

目   次 

第１章 計画策定の基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨                             …１ 

 ２ 計画の性格                               …１ 

 ３ 計画期間                                …２ 

第２章 本道農業・農村の「めざす姿」 

 １ 本道農業・農村を取り巻く社会情勢                                      …３ 

  (1) 世界の情勢                               …３ 

  (2) 国内の情勢                                                          …３ 

  (3) 道内の情勢                                                          …４ 

 ２ 本道農業・農村の動向と将来展望                                        …５ 

  (1) 農業構造と経営の動向                                                …５ 

  (2) 農業・農村の動向予測                                               …７ 

  (3) スマート農業技術の普及                                           …８ 

(4) 農業の技術開発の展望                                             …９ 

 ３ 本道農業・農村の潜在力                                              …10 

(1) 良質な食料の高い供給力                       …10 

(2) 厳しい自然条件下で培った優れた技術                 …11 

(3) 多様で豊富な地域資源                        …11 

 ４ 本道農業・農村の役割                                                  …11 

 ５ めざす姿                                                              …13 

(1) おおむね10年後の「めざす姿」                                        …13 

(2)「めざす姿」の実現に向けた施策の推進方針と数値目標                   …13 

(3)「めざす姿」の実現に向けて配慮すべき事項                             …15 

第３章 「めざす姿」の実現に向けた施策の展開方向 

 １ 食料を安定的に供給する農業・農村の確立                                …17 

 ２ 環境と調和のとれた持続可能な農業・農村の確立                         …25 

 ３ 誰もが安心して住み続けられる農業・農村の確立                          …27 

 ４ 消費者と生産者が支え合う農業・農村の確立                              …29 

第４章 地域農業・農村の「めざす姿」と主な取組の方向 

 １ 「めざす姿」の位置付け                                                …32 

 ２ 地域農業・農村の「めざす姿」                                           …32 

第５章 計画の推進 

１ 推進体制                                                              …57 

２ 市町村や関係団体などとの連携・協働                                    …57 

３ 進行管理                                                              …57 

 

 

 

 



- 1 - 

第１章 計画策定の基本的な考え方 

 １ 計画策定の趣旨 

    本道の農業・農村は、先人のたゆみない努力により、厳しい気象条件を克服しなが

ら発展し、今日では、豊かな自然と広大な土地を活かした大規模で専業的な農業経営

の下、安全・安心で良質な食料を安定的に生産・供給するとともに、食品加工や観光

などの産業と深く結び付き、本道の基幹産業として、我が国の食や地域経済を支える

重要な役割を担っています。さらに、洪水の防止や水源のかん養、美しい農村景観の

形成など、国土や環境を保全する多面的な機能を発揮しながら、道民の生活に豊かさ

と潤いをもたらしています。 

    近年、世界的な人口増加による食料需要の増加に加え、不安定な国際情勢や地球規

模の気候変動などを背景に食料の安定供給への懸念が高まる中、食料自給率が200％

を超え、我が国の食料供給地域である本道が果たしていく役割は、ますます大きくな

っています。一方、本道の農業は、人口減少に伴う農業者の減少や高齢化、これに伴

い深刻化する人手不足や地域コミュニティ機能の低下、さらには農業生産資材価格の

高止まりや地球温暖化に伴う気候変動、高病原性鳥インフルエンザの発生など、様々

な課題や環境の変化に直面しており、これらに的確に対応していくことが求められて

います。 

    こうしたことを踏まえ、この計画は、持続的に発展していく本道の農業・農村の将

来像を「めざす姿」として示し、その実現に向けた施策を市町村や農業者、消費者、関

係団体などと連携して総合的に推進していくための共通の指針として策定します。 

 ２ 計画の性格 

(1)   農業・農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、北海道農

業・農村振興条例（平成９年北海道条例第10号。以下「条例」という。）第６条に

基づいて平成９年度（1997年度）から策定しており、これまで５回にわたり見直し

を行っています。 

(2)   おおむね10年後の農業・農村の目指す将来像を示すとともに、その実現に向けた

当面の施策の展開方向を示すなど、本計画は、道農政の中期的な指針としての役割

を果たすものであり、市町村や関係団体などが、地域の実情に即した主体的な取組

を行う際に、参考として活用することを期待するものです。 

(3)   国などに対して、本道の実情に即した農業・農村の振興に関する政策提案や制度

の改善要望を行う際の施策の基本的な方向を示したものです。 

(4)  「北海道総合計画」（令和６年７月策定）の特定分野別計画として、農業分野にお

ける施策の基本的な方向などを明らかにするものであり、食の安全・安心の確保な

ど、ほかの特定分野別計画や関連する重点戦略計画と連携を図るとともに、担い手

の育成・確保や農産物の生産振興、農業農村整備の推進など施策別計画を策定して

いる分野については、その施策別計画に基づいて具体的な施策を推進します。 
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 ３ 計画期間 

 令和８年度（2026年度）から令和12年度（2030年度）までの５年間とします。 

なお、農業情勢の変化などにより、この計画の推進に大きな影響がある場合には、道

民や北海道農業・農村振興審議会の意見を聴いて、期間中においても計画を機動的に見

直すなど、必要な措置を講じることとします。 

  

 

 

 

 

 

特定分野における政策の基本的な方向などを明らかにする計画 

北海道農業・農村振興推進計画 

＜施策別計画＞ 

・北海道農業農村整備推進方針 

・北海道農業振興地域整備基本方針 

・北海道農業経営基盤強化促進基本方針 

・北海道農地中間管理事業の推進 

に関する基本方針 

・北海道スマート農業推進方針 

・北海道果樹農業振興計画 

・北海道花き振興計画 

・北海道酪農・肉用牛生産近代化計画 

・北海道家畜改良増殖計画 

・北海道クリーン農業推進計画 

・北海道有機農業推進計画 

・農林漁業における環境負荷低減事業活動 

の促進に関する北海道基本計画 

・北海道家畜排せつ物利用促進計画 

・北海道食育推進計画 

［重点戦略計画］ 

特定分野別計画のうち、重点的、分野

横断的に政策を推進する計画 

・北海道創生総合戦略 

・北海道強靱化計画 

・北海道 Society5.0 推進計画 

・ゼロカーボン北海道推進計画 

連携 

食料・農業・農村基本計画（国） 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構

中期計画 

連携 

連携 連携 

北海道総合計画 

長期的な展望に立って道の政策の基本的な方向を総合的に示す計画 

一体的に推進 

特定分野別計画 

 

・北海道グローバル戦略 

・北海道食の輸出拡大戦略 

・北海道半導体・デジタル関連 

産業振興ビジョン 

・北海道食の安全・安心基本計画 など 
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第２章 本道農業・農村の「めざす姿」 

 １ 本道農業・農村を取り巻く社会情勢 

  (1) 世界の情勢 

   ア 食料安全保障上のリスクの高まり 

 気候変動などによる食料生産の不安定化や世界的な食料需要の増加に伴う

調達競争の激化に加え、地政学的リスクの高まりなどにより、食料品の原材料

や農業生産資材の価格の高止まり、原料供給国からの輸出規制など、国内への

安定供給に対する不安が増しています。 

   イ 食市場の拡大 

 世界の食市場は、経済発展が著しいアジアを中心に拡大しており、世界的な

健康志向の高まりなどにより、米国や欧州などにおいても日本食・食文化の普

及が拡大しています。 

   ウ 経済のグローバル化と不確実性の増大 

 経済のグローバル化が進み、国と国との関係が密接になっており、多国間の

WTO協定を補完するものとして、EPAやFTAを締結する動きや、CPTPPに参加

する国や地域が拡大する動きが見られます。 

 一方、長引くウクライナ情勢や、関税措置をはじめとした米国の自国第一主

義による政策転換など不透明な国際環境を背景に、社会経済情勢の不確実性が

増大しています。 

  (2) 国内の情勢 

   ア 人口減少に伴う人手不足と食市場の縮小 

    日本の人口は、平成20年（2008年）をピークに減少局面に入っており、令和

７年（2025年）７月１日時点で、約１億2,337万人と10年間で約370万人減少し

ています。この間、生産年齢人口の減少と高齢化の進行も続いており、様々な

分野において人手不足が生じるとともに、国内の食市場の規模の縮小も見込ま

れます。 

   イ 深刻化する地球温暖化 

 日本の年平均気温は、100年あたり1.4℃の割合で上昇し、令和６年（2024年）

の日本の年平均気温は、明治31年（1898年）の統計開始以降、最も高い値とな

りました。農林水産業は気候変動の影響を受けやすく、高温による品質低下な

どが発生するとともに、降雨量の増加などによる被害も甚大となる傾向にあり

ます。 

  ウ 米不足を契機とした農業政策への関心の高まり 

 令和５年（2023年）産の主食用米は、高温障害などから供給量が国の見通し

より減少したことに加え、インバウンド需要や家計購入量の増加などを背景に

民間在庫が減少したことから流通段階での競争が激化し米価が高騰しました。

こうした中、政府備蓄米の放出や作況指数の廃止などの国の米政策や、食料安

全保障の確保に対する国民の関心が高まっています。 
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  (3) 道内の情勢 

ア 全国を上回るスピードで続く人口減少 

     本道は、平成９年（1997年）をピークに、全国を上回るスピードで人口減少と

高齢化が進行し、特に石狩振興局以外の地域では、人口減少と高齢化が顕著で、

各地域の中核都市においても若年層や女性の転出が進み、道民の暮らしや地域を

支える様々な分野で人手不足の状況にあります。 

イ 次世代半導体プロジェクトの進行 

 国家プロジェクトの一環として、次世代半導体の量産を目指すラピダス社が千

歳市に立地し、令和９年（2027年）の量産開始に向けて、順調にプロジェクトが

進行しています。こうした好機を活かし、食や観光、再生可能エネルギーなど本

道の強みである産業の振興と併せて、本道経済全体の成長に結び付けていくこと

が求められています。 
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２ 本道農業・農村の動向と将来展望 

  (1) 農業構造と経営の動向 

   ア 農地 

 耕地面積は、平成２年（1990年）の121万haをピークに減少し、令和６年（2024

年）で114万haとなっています。 

 また、遊休農地面積は、令和６年度（2023年度）で651haと近年は横ばいで

推移しています。 

 

    

 

 

 

 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「遊休農地に関する措置の実施状況調査」（令和２年（2020年）まで） 

「遊休農地に関する措置の状況に関する調査」（令和３年度（2021年度）から） 

イ 農業経営体 

      農業経営体は、令和６年（2024年）で３万1,200経営体と年々減少しています。

このうち、家族経営などの個人経営体も、２万6,600経営体と年々減少しており、

団体経営体は4,600経営体と横ばいとなっています。 

    

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「農林業センサス」 

（平成27年（2015年）までは、個人経営体は１戸１法人含む家族経営体の数値、団体経営体に１戸１法人は含まない） 

2.7 

0.5 

5.5 

4.7 
4.1 

3.5 3.4 3.3 3.2 3.1 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6

農業経営体数（万経営体）

個人経営体

団体経営体

116.9 115.6 114.7 114.3 114.3 114.1 114.1 113.8 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6

耕地面積（万ha）
田 普通畑 樹園地 牧草地

3,822 

2,166 

669 674 658 665 651

H22年 27 R2 3年度 4 5 6

遊休農地面積（ha）
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ウ 農業従事者 

 個人経営体の基幹的農業従事者は、令和６年（2024年）で６万5,200人と減少

傾向で推移しています。また、65歳以上が占める割合は大きくなっており、高

齢化が進行しています。 

    

 

 

 

 

資料：農林水産省「農業構造動態調査」、「農林業センサス」 

（平成27年（2015年）までは販売農家、以降は、個人経営体における調査数値） 

エ 農業経営 

      １農業経営体当たりの作物収入や畜産物収入は増加しているものの、農業経

営費は飼料費や肥料費、光熱動力費などの物財費に加え、賃金の上昇などから

大きく増加しており、近年、農業所得は横ばいで推移しています。 

   

    

 

 

 

資料：農林水産省「農業経営統計調査」（令和元年（2019年）に調査見直し） 

オ 民間企業などの農業への参入 

 食料品製造・販売や建設を営む企業が、原料の安定確保や経営の多角化、閑

散期における人材の有効活用などを目的に、農業に参入する事例が増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

資料：北海道農政部調べ（令和２年度(2020年度以前は９月現在、以降は１月現在)） 

11.5 
10.1 

8.9 

7.1 7.2 7.0 6.8 6.5 

H17年 22 27 R2 3 4 5 6

基幹的農業従事者数（万人） 65歳以上

50歳～64歳

15歳～49歳

1,817 

4,379 

1,302 

3,715 

515 603 

851 

620 578 

587 

664 

0

200

400

600

800

1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H17年 22 27 R2 3 4 5

１農業経営体当たり農業経営収支（万円）
農業粗収益

農業経営費

農業所得

65 
119 

182 
234 241 245 253 30 

72 

90 101 109 111 

H17年 22 27 R2 3 4 5

民間企業などの農業参入状況（件）

農地所有適格法人

一般法人（農地の賃借）
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  (2) 農業・農村の動向予測 

 道では、「北海道人口ビジョン2024年改訂版」（令和７年３月）において、令和

２年（2020年）に523万人であった総人口が、令和32年（2050年）には382万人と

なり、生産年齢人口と年少人口（15歳未満）がそれぞれ約４割減少となる人口の

将来見通しを示しています。 

 

人口の将来見通し（総人口と年齢３区分別人口） 

 

括弧内は年齢３区分別人口割合   

   資料：北海道人口ビジョン2024年改訂版 


